
 
 

 

令和５年度事業計画 
 

近年、大地震や気候変動等による自然災害が甚大化・頻発化する中、昨年３月に生じた

福島県沖を震源とする最大震度６強の地震や、日本列島に相次いで上陸した台風により、

人的被害や住家被害が各地で発生した。 
さらには、８月に静岡市で発生した火災では、消火活動中の消防職員１名が殉職する痛

ましい事案が発生しているところであり、組織を挙げての安全管理対策の充実を図る必要

がある。 
防災・減災に対する国民の関心が高まる中、我々消防機関は、地震・風水害・火山噴火

等の自然災害、危険物火災などの特殊な災害や事故への対応に加えて、昨今の世界情勢が

不安定な状況において、テロ災害等、あらゆる事態への対応とその備えが強く求められて

いる。 
また、新型コロナウイルス感染症による救急搬送困難事案や消防本部におけるクラスタ

ーの発生等、消防行政全般、消防体制のあり方に影響を及ぼしているため、引き続き感染

拡大防止対策の推進を図り、消防体制の維持に万全を期さなければならない。 

そうした中、新型コロナウイルス感染症の感染防止を図りながら、第７４回全国消防長

会総会、各事業推進委員会等を対面で開催するなど、各事業を展開してきたところである。 
全国消防長会は、地域住民が安心して暮らせる災害に強い安全なまちづくりの実現に向

け、消防防災行政が直面する諸課題に対し、消防活動能力の向上をはじめ消防防災体制の

充実・強化を図るため、次に掲げる項目を重点として事業を推進するものとする。 

 

１ 震災・水災等大規模災害対策の推進 
  今後、発生が危惧される南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模災害発生時に迅速

かつ的確な対応が図れるよう、地域の総合的な防災力の強化に国を挙げて取り組んでい

るところであり、消防団、自主防災組織等の関係機関と連携を図りながら、震災・水災

等大規模災害の対策を早急に推進するものとする。 
２ 消防職員の安全管理対策の更なる充実 

災害現場や訓練等における消防職員の受傷事故を防止するため、安全管理マニュアル  

の徹底や消防防災ヘリコプターの安全管理体制の充実強化など組織を挙げての安全管理

対策の充実を図るものとする。 
３ 消防広域応援体制の充実・強化 

大規模災害や特殊災害等に備えるため、消防庁において緊急消防援助隊登録隊数を本

年度末までに６，６００隊規模へと増隊することを目標としているが、令和５年４月時

点で６，６２９隊の登録が完了している。全国消防長会としては、引き続き緊急消防援

助隊の活動体制の強化等に向けた財政支援について、国に対し要望を続けていくととも

に、昨今の大規模災害等に対応するため実災害に即した広域的な連携訓練に取り組み、

消防広域応援体制の充実・強化を図るものとする。 



 

また、令和５年５月にＧ７広島サミットが開催されるため、テロ災害等、あらゆる事

態への対応を強化するものとする。 
４ 消防の広域化及び消防の連携・協力への対応 

地域の実情を考慮することを基本として消防の広域化の推進が図られるよう、必要に

応じて消防庁等の関係機関に対して支援・協力の要請を行うとともに、適時・適切な情

報提供を行うなど、積極的に取り組むものとする。 
また、各地域の多様な消防業務のニーズに対応するため、消防本部間での共同運用に

よる消防指令業務など業務分野ごとの柔軟な連携・協力を推進するものとする。 
５ 新型コロナウイルス感染症流行下における消防・救急体制の維持・確保 

新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、消防職員がり患し、また救急搬送先医療機

関の決定困難による搬送遅延事案が発生するなど、消防・救急体制に影響を及ぼしてい

ることから、ソフト・ハード両面にわたり感染拡大防止対策を推進し、消防・救急体制の

維持・確保に努めるものとする。 

また、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」等の一部改正を受

け、消防機関における本来業務に支障のない範囲で、国や関係機関との連携協力を図る

ものとする。 
６ 救急搬送体制の強化、救急業務高度化への対応及び市民等への応急手当の普及促進 

昨年の救急出動件数が過去最多を更新する中、今後も高齢化の進展等により、一層の

救急需要の増大が懸念される。これを踏まえ、消防と医療の連携による救急搬送体制の

強化、ＩＣＴを活用した救急業務の高度化への対応、市民等への応急手当や救急安心セ

ンター事業（♯７１１９）の普及促進など、救急業務の更なる充実を推進するものとす

る。 
７ 消防救急無線の運用に係る諸課題及び緊急通報を取り巻く情勢変化への対応 

消防救急無線の運用に係る諸課題や消防指令システムの高度化・標準化に向けた対応、

固定電話の光ＩＰ化をはじめとする緊急通報を取り巻く情勢変化への対応を行っていく

とともに、消防防災分野におけるＩＣＴの利活用の推進について検討を進めるものとす

る。 

８ 防火対象物等の防火・防災安全対策の推進 

住宅火災における死者のうち６５歳以上の高齢者の占める割合が依然として高く、今

後、一層の高齢化の進展に伴い住宅火災による死者数の更なる増加が懸念されることを

踏まえ、住宅用火災警報器の設置率向上・更新・維持管理等を含めた総合的な住宅防火・

防災対策を推進するものとする。 

また、防火対象物における消防法令違反等の是正の徹底、事業者による初動対応能力

の向上、ＩＣＴの活用等、ソフト・ハード両面にわたる防火・防災安全対策を推進するも

のとする。 

９ 危険物施設の事故防止対策の推進 
危険物施設における火災・流出事故の発生件数が依然として高い水準にあるため、今

後も関係事業者への指導の徹底など、事故防止対策をさらに推進するものとする。 

 



 

10 消防職員の処遇改善及び女性の活躍推進 
  消防職員委員会を円滑に運営し、勤務条件の改善、勤務環境の更なる向上を図るとと

もに、職場におけるハラスメント防止対策に取り組むものとする。 

また、地域住民のニーズの多様化に対応し、更なる消防サービスの向上、消防組織の

活性化を図るために、女性消防吏員を増加させるとともに、活躍できる職場環境づくり

をソフト・ハード両面から支援するものとする。 

11 消防・救急需要に的確に対応した消防職員の確保及び消防装備等の充実 
今後も人口減少や高齢化の進展等社会の諸情勢を捉えながら、消防・救急需要に的確

に対応するため、あらゆる消防力の基礎となる消防職員の確保や消防装備の充実、消防

庁舎等の整備に適切かつ積極的に取り組むものとする。 

12 情報管理システムを活用した情報共有体制の充実・強化 

各消防本部における災害事例や各種消防情報をデータベース化し、消防本部間で共有

すべき情報を、情報管理システムを活用して集約・共有する体制の充実・強化について

検討を進めるものとする。 

 



 

 

Ⅰ 年間事業計画 

事業分野 事業項目 

震災・水災等大

規模災害対策に関

すること 

１ 震災・水災等大規模災害対策の推進（重点１） 

 甚大な被害を及ぼす地震、噴火、風水害、雪害等の自然災害対

策及び武力攻撃災害等に関する諸課題について、国の検討会等の

動向を踏まえ、事業推進委員会等を主体として必要に応じて検討

し対応する。 

２ その他 

 警防・救助技術

の充実に関するこ

と 

１ 消防職員の安全管理対策の更なる充実（重点２） 

災害現場や訓練等における消防職員の受傷事故を防止するた

め、安全管理マニュアルの徹底や消防防災ヘリコプターの安全管

理体制の充実強化など、組織を挙げての安全管理対策の充実を図

る。 

２ 消防広域応援体制の充実・強化（重点３） 

 ⑴ 緊急消防援助隊の更なる充実強化方策及び消防防災施設・設

備整備のあり方等について、消防庁の動向を踏まえながら、警

防防災委員会を主体として必要に応じて検討し対応する。 

 ⑵ 令和５年５月１９日、２０日、２１日に開催される「Ｇ７広

島サミット」において、消防特別警戒を実施する。 

３ 消防・救助技術の高度化への対応 

消防・救助技術の高度化について、消防庁の動向を踏まえなが

ら、警防防災委員会を主体として必要に応じて検討し対応する。 

４ その他 

消防制度の改善

等に関すること 
１ 消防の広域化及び消防の連携・協力への対応（重点４） 

 ⑴ 消防の広域化 

広域化の検討から実現までに一定の期間を要していることを

踏まえ、「市町村の消防の広域化に関する基本指針」に定める消

防の広域化の推進期限に向け、必要な情報を適時・適切に提供

するとともに、必要に応じて消防庁等、関係機関へ要望する。 

 ⑵ 消防業務の柔軟な連携・協力 

各地域の多様な消防業務のニーズに的確に対応するため、業

務分野ごとの性質に応じた柔軟な連携・協力の推進が図れるよ

う消防庁の動向を踏まえ、必要に応じて検討し対応する。 

２ その他 

 



 

事業分野 事業項目 

新型コロナウ

イルス感染症に関

すること 

１ 新型コロナウイルス感染症流行下における消防・救急体制の維

持・確保（重点５） 

消防・救急体制の維持・確保の一層の強化を図るため、事業推

進委員会等を主体として各諸課題について対応するとともに、国

や関係機関との連携を強化する。 

また、地球規模の環境変化の中で、今後も新たな感染症によるリ

スクが危惧されることから、安定した消防業務を継続するため、財

政面における国の強力な支援を求める。 

２ その他 

救急業務の推

進に関すること 

 

１ 救急搬送体制の強化、救急業務高度化への対応及び市民等への

応急手当の普及促進（重点６） 

救急業務の推進のため、消防庁の動向を踏まえながら、救急委

員会を主体として必要に応じて以下のことについて検討し対応す

る。 

⑴ 救急搬送体制の強化 

大規模災害時を含めたＭＣ体制の充実・強化、病院前救護にお

ける緊急度判定の実用化、感染症患者への対応等 

⑵ 救急業務高度化への対応 

救急救命士の処置範囲拡大、ＩＣＴを活用した救急業務の迅

速化・円滑化への対応等 

⑶ 応急手当普及促進方策 

２ 救急隊員等の教育体制の充実強化 

救急隊員等の教育体制の充実強化について、消防庁の動向を踏

まえながら、救急委員会を主体として必要に応じて検討し対応す

る。 

３ 救急車適正利用の推進 

 ⑴ 救急車適正利用の普及・啓発 

昨年の救急出動件数が過去最多となる都市が急増した社会情

勢を踏まえ、的確に現状分析をするほか、関係機関との一層の

連携強化を図る。 

また、より広報効果の高い「救急車適正利用ＰＲポスター」

を製作し、全国の消防本部へ配布するなど、更なる救急車の適

正利用の普及・啓発を推進する。 

 ⑵ 救急安心センター事業（＃７１１９）の普及促進 

救急車適正利用等について、消防庁の動向を踏まえながら、

救急委員会を主体として必要に応じて検討する。 

４ その他 



 

事業分野 事業項目 

 消防機械及び

技術の総合的研

究に関すること 

１ 消防救急無線の運用に係る諸課題及び緊急通報を取り巻く情勢

変化への対応（重点７） 

消防救急無線の運用に係る諸課題、消防指令システムの高度化・

標準化の動向、固定電話の光ＩＰ化をはじめとする緊急通報を取

り巻く情勢の変化にそれぞれ対応し、またその他消防防災分野に

おけるＩＣＴ（情報通信技術）の利活用の推進について、消防庁の

動向を踏まえながら、技術委員会を主体として必要に応じて検討

し対応する。 

２ 消防機械器具、消防隊員の装備品等の充実強化 

消防機械器具及び消防隊員の装備品等に関する性能、機能等の

諸問題について、技術委員会を主体として必要に応じて検討し対

応する。 

３ その他 

予防業務の推

進に関すること 

１ 防火対象物等の防火・防災安全対策の推進（重点８） 

防火対象物等の防火・防災安全対策について、ＤＸの推進等、

消防庁の動向を踏まえながら、予防委員会を主体として必要に応

じて検討し対応する。 

⑴ 住宅防火安全対策の推進 

住宅火災による被害の低減のため、住宅用火災警報器の設置・

維持管理対策及びたばこ火災防止キャンペーンの実施並びに防

炎品の普及促進等、住宅防火安全対策について総合的に推進す

る。 

⑵ 防火対象物の防火・防災安全対策の推進 

消防法令の改正に基づき消防用設備等が新たに設置義務とな

った防火対象物への是正指導や、大規模・高層建築物等における

防火・防災安全対策について国の動向を注視しながら推進する。 

 ⑶ 防火対象物の違反処理の推進 

「違反是正推進連絡会」における各支部・都府県及び道地区

各協議会単位での情報交換や、違反是正事例発表会及び違反是

正事例研究会における違反是正に関する各種事例を共有するこ

とにより、違反処理技術の向上を図るなど、各消防本部におけ

る違反処理の推進を図る。  

２ 火災調査体制の充実・強化 

火災調査体制の充実・強化方策等について、予防委員会を主体

として必要に応じて検討し対応する。 

３ その他 



 

事業分野 事業項目 

 危険物業務の

推進に関するこ

と 

 

１ 危険物施設の事故防止対策の推進（重点９） 

危険物施設における事故防止対策を推進するため、危険物等事

故防止対策情報連絡会で示された実施要領に基づき、消防庁等の

動向を踏まえながら、危険物委員会を主体として必要に応じて検

討し対応する。 

２ その他 

消防職員の教

養及び処遇に関

すること     

１ 消防職員の処遇改善及び女性の活躍推進（重点 10） 

 ⑴ 消防職員の処遇改善 

消防職員委員会の円滑運営、消防組織制度、消防職員の人事、

服制等に関する諸課題、ハラスメント撲滅の施策等について、

総務委員会を主体として必要に応じて検討し対応する。 

⑵ 女性の活躍推進 

女性消防吏員の採用、職域拡大、勤務条件改善、関係する施設

整備等の各分野で、女性の活躍をソフト・ハード両面から支援す

る方策について事業推進委員会等を主体として必要に応じて検

討し対応する。 

２ その他 

 消防職員の確

保及び消防装備

等の充実のため

の取り組み強化

に関すること 

１ 消防・救急需要に的確に対応した消防職員の確保及び消防装備

等の充実（重点 11） 

  増加する消防・救急需要及び本年度から段階的に導入される地

方公務員定年延長に伴う職員の高齢化に的確に対応し、消防職員

の確保や消防装備等の充実を実現するため、消防庁等と連携しな

がら、消防力の充実強化のための取り組みについて事業推進委員

会等を主体として必要に応じて検討し対応する。 

２ その他 



 

事業分野 事業項目 

消防情報の交

換に関すること 

１ 情報管理システムを活用した情報共有体制の充実・強化（重点

12） 

全国消防長会事務局と各消防本部を通じて共有すべき情報につ

いて検討し、災害事例や各種消防情報のデータベース化に向け、情

報管理システムの各種機能を活用した情報収集・共有体制の充実・

強化を図る。 

２ 情報管理システムを活用した情報交換の推進 

  全国消防長会事務局と各消防本部の間で、情報管理システムの

各種機能を活用した情報交換をすることにより各事業を円滑に推

進するとともに、各消防本部からの情報提供事項を「みんなの掲

示板」に集約し、データベース化することにより有用な情報交換

を推進する。 

３ 会報等の発行 

全国消防長会の事業推進及び措置対応の状況、各会員の情報、

また国の動向、消防庁等からの通知、資料等を「会報」・「週間情報」

に掲載・発行し、会員、関係機関等に配布する。 

４ その他 

 総会等決議に

基づく要望に関

すること 

１ 総会等決議に基づく要望 

消防防災体制の一層の充実強化を図り、消防を取り巻く諸情勢

に即応した消防行政を積極的に推進するため、強力に推進すべき

施策について総会、役員会等で決議し、総務大臣等に対して全国

消防長の総意をもって要望する。 

２ その他 

消防財政の確

立に関すること 

１ 消防職員の確保、消防防災施設・設備の整備及び緊急消防援助

隊の充実・強化等に係る消防財源の確保 

消防力の充実強化等を促進するため、消防財政に関する調査研

究を行い、消防施設等の整備に要する国庫補助金、地方交付税の確

保及び地方債制度の充実等について、財政委員会を主体として必

要に応じて検討し対応する。 

２ 国の予算概算要求及び消防財源の確保に係る要望 

財政委員会をはじめとする各種会議における検討結果に基づ

き、消防が必要とする財政措置について、令和６年度国の予算概

算要求に係る要望及び消防財源の確保に係る要望を、総務大臣等

に対して実施する。 

３ その他  



 

事業分野 事業項目 

消防職員の研

修の実施に関す

ること 

１ 研修会の主催 

会員等を対象に消防長研修会、総務関係実務研修会、消防財政 

実務研修会及び法制・広報研修会を開催する。 

２ 消防関係機関が主催する研修会等に関する調整 

研修会に関する要望を取りまとめ、主催する消防関係機関との

連絡・調整を行う。 

３ 全国消防職員意見発表会の主催 

  消防職員が業務に対する提言や取り組むべき課題等について自

由に発表し、消防業務の諸問題に関する一層の知識の研さんや意

識の高揚を図ることを目的として開催する。 

４ その他 

表彰弔慰に関

すること 

 

１ 消防職員に対する表彰 

  消防上特に功労のあった会員、消防活動において顕著な功労の

あった者、永年にわたり勤務し功労のあった者及びその他功労の

あった者を表彰する。 

２ 消防職員以外に対する表彰 

  消防上特に功労があると認められる者を表彰する。 

３ 弔慰に関すること 

  消防職員が職務のため死亡したとき、会員並びに事務局関係職 

 員及び本会関係者が死亡した場合に弔意を表す。 

 行政相談に関

すること 
１ 行政相談制度活用の推進 

各会員から相談のあった消防行政を取り巻く訴訟事件、法的処

理についての事例照会等について、顧問弁護士による対応等を行

い、会員の利便性を図る。 

２ その他 

国際消防機関

との連携強化に

関すること 

１ アジア消防長協会（イフカ）との連携 

イフカが行う各種事業の円滑な事務運営及び事業推進の支援を

行い、相互の発展に努める。 

２ 第３３回イフカ総会への協力 

  令和６年にマレーシアで開催される第３３回イフカ総会の準備

に協力する。 

３ その他 

行政支援に関

すること 

１ 一般財団法人全国消防協会の業務支援 

一般財団法人全国消防協会が行う、全国消防救助技術大会等の

実施、消防実務講習会の開催、消防機器の改良及び開発並びに消

防に関する論文の募集、「春・秋の火災予防運動週間」における防

火ポスターの企画、機関誌「ほのお」の編さん等を支援する。 

２ その他 



 
 

 

Ⅱ 年間予定                           
４月 ○支部総会 

開催時期：令和５年４月 

支 部 名 開 催 日 開 催 地 開 催 場 所 

北 海 道 ４ 月 ２ ６ 日 （ 水 ） 札 幌 市 （ 北 海 道 ） ロ イ ト ン 札 幌 

東 北 ４ 月 ２ ８ 日 （ 金 ） 仙 台 市 （ 宮 城 県 ） 江 陽 グ ラ ン ド ホ テ ル 

関 東 ４ 月 ２ ７ 日 （ 木 ） 千 葉 市 （ 千 葉 県 ） ホ テ ル ニ ュ ー オ オ タ ニ 幕 張 

東 海 ４ 月 ２ ７ 日 （ 木 ） 鳥 羽 市 ( 三 重 県 ） 戸 田 家 

東 近 畿 
４ 月 ２ ６ 日 （ 水 ） 

４ 月 ２ ７ 日 （ 木 ） 
金 沢 市 （ 石 川 県 ） ホ テ ル 日 航 金 沢 

近 畿 ４ 月 ２ ６ 日 （ 水 ） 明 石 市 （ 兵 庫 県 ） ホ テ ル キ ャ ッ ス ル プ ラ ザ 

中 国 
４ 月 ２ ７ 日 （ 木 ） 

４ 月 ２ ８ 日 （ 金 ） 
鳥 取 市 （ 鳥 取 県 ） ホ テ ル モ ナ ー ク 鳥 取 

四 国 ４ 月 ２ ７ 日 （ 木 ） 高 松 市 （ 香 川 県 ） J R ホ テ ル ク レ メ ン ト 高 松 

九 州 ４ 月 ２ ７ 日 （ 木 ） 八 代 市 （ 熊 本 県 ） 八 代 ホ ワ イ ト パ レ ス 

 

○一般財団法人全国消防協会臨時理事会（決議の省略） 

開 催 日：令和５年４月５日（水） 

 

○一般財団法人全国消防協会臨時評議員会（決議の省略） 

開 催 日：令和５年４月１０日（月) 

 

○一般財団法人全国消防協会臨時理事会（Web 開催） 

開 催 日：令和５年４月１７日（月) 

 

○事業推進委員会（前期） 

開催時期：令和５年４月～５月 

委 員 会 名 開 催 日 開 催 地 開 催 場 所 

総 務 ５ 月 １ １ 日 （ 木 ） 尼 崎 市 （ 兵 庫 県 ） 都 ホ テ ル 尼 崎 

財 政 ４ 月 ２ ４ 日 （ 月 ） 山 形 市 （ 山 形 県 ） ホ テ ル メ ト ロ ポ リ タ ン 山 形 

技 術 ５ 月 １ ８ 日 （ 木 ） 深 川 市 （ 北 海 道 ） ラ ・ カ ン パ ー ニ ュ ホ テ ル 深 川 

予 防 ５ 月 ２ ３ 日 （ 火 ） 函 館 市 （ 北 海 道 ） フォーポイントバイシェラトン函館 

警 防 防 災 ５ 月 １ １ 日 （ 木 ） 加 古 川 市 （ 兵 庫 県 ） 加 古 川 プ ラ ザ ホ テ ル 

救 急 ５ 月 １ ７ 日 （ 水 ） 豊 岡 市 （ 兵 庫 県 ） 西 村 屋 ホ テ ル 招 月 庭 
 



 

５月 ○令和４年度決算監査 

開 催 日：令和５年５月１０日（水） 

 

○消防実務講習会（協会事業） 

開催時期：令和５年５月～１２月 

開催場所：各地区支部の指定する場所 

 

○第７５回全国消防長会総会 

開 催 日：令和５年５月３０日（火）・３１日（水） 

開催場所：京都府京都市 

「ホテルオークラ京都」 京都市中京区河原町御池 （１日目） 

「ロームシアター京都」 京都市左京区岡崎最勝寺町１３番地 （２日目） 

・常任理事会 

・一般財団法人全国消防協会通常理事会・臨時評議員会  

 ※臨時評議員会は、必要がある場合に開催 

・「令和４年度消防機器の改良及び開発並びに消防に関する論文」表彰・発表（協会事業） 

 

○第４６回全国消防職員意見発表会  

開 催 日：令和５年５月３１日（水） 

開催場所：京都府京都市 

「ロームシアター京都」 京都市左京区岡崎最勝寺町１３番地 

６月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○要望活動 

・第７５回全国消防長会総会決議に係る要望活動 

・令和６年度国の予算概算要求に係る要望活動 

実施時期：令和５年６月下旬（予定） 

 

○一般財団法人全国消防協会定時評議員会（決議の省略） 

 

○令和５年度消防財政実務研修会 

開催時期：令和５年６月下旬 

開催方法：Ｗｅｂ方式（オンデマンド配信） 

 

○令和５年度総務関係実務研修会 

開催時期：令和５年６月下旬 

開催方法：Ｗｅｂ方式（オンデマンド配信） 

 

 

 



 

６月 ○令和５年度法制・広報研修会 

開催時期：令和５年６月～令和６年２月（予定） 

支   部   名 開 催 日 開 催 地 開 催 場 所 

北 海 道 １ ０ 月 上 旬 厚 岸 町 （ 北 海 道 ） 未 定 

東 北 ８ 月 １ 日 （ 火 ） 秋 田 市 （ 秋 田 県 ） ホ テ ル メ ト ロ ポ リ タ ン 秋 田 

関 東 ８月２２日（火） 横 浜 市 （ 神 奈 川 県 ） 神 奈 川 県 民 ホ ー ル 

近 畿 未 定 大 阪 市 （ 大 阪 府 ） 大 阪 市 消 防 局 

四 国 1 1 月 中 高 松 市 （ 香 川 県 ） 未 定 

九 州 ８ 月 ９ 日 （ 水 ） 那 覇 市 （ 沖 縄 県 ） 那 覇 文 化 芸 術 劇 場 な は ー と 

 

〇全国消防救助技術大会研究会（協会事業） 

開催時期：令和５年６月１６日（金） 

開催場所：東京都千代田区 

       「東京消防庁スクワール麹町」 東京都千代田区麹町六丁目６番 

 

７月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○消防救助技術地区指導会（協会事業） 

開催時期：令和５年７月 

 

 

支 部 名 開 催 日 開 催 地 開 催 場 所 

北 海 道 ７ 月 ８ 日 （ 土 ） 札 幌 市 （ 北 海 道 ） 札 幌 市 消 防 学 校 

東 北 

７月２６日（水） 鶴 岡 市 （ 山 形 県 ） 
鶴 岡 市 消 防 本 部 訓 練 場 

（ 陸 上 ） 

７月１９日（水） 利 府 町 （ 宮 城 県 ） 
宮 城 総 合 運 動 公 園 総 合 プ ー ル 

（ 水 上 ） 

関 東 

７月２７日（木） 宇 都 宮 市 （ 栃 木 県 ） 
栃 木 県 消 防 学 校 

（ 陸 上 ） 

７月１３日（木） ひたちなか市（茨城県） 
山 新 ス イ ミ ン グ ア リ ー ナ 

（ 水 上 ） 

東 海 ７月２７日（木） 鈴 鹿 市 （ 三 重 県 ） 三 重 県 消 防 学 校 

東 近 畿 ７月２８日（金） 京 都 市 （ 京 都 府 ） 京 都 市 消 防 活 動 総 合 セ ン タ ー 

近 畿 ７月２２日（土） 大 阪 市 （ 大 阪 府 ） 高 度 専 門 教 育 訓 練 セ ン タ ー 

中 国 ７月１９日（水） 岡 山 市 （ 岡 山 県 ） 岡 山 市 消 防 教 育 訓 練 セ ン タ ー 

四 国 ７月２９日（土） 高 松 市 （ 香 川 県 ） 香 川 県 消 防 学 校 

九 州 ７月２１日（金） 宮 崎 市 （ 宮 崎 県 ） 宮崎市消防局北消防署東分署 



 

７月 ○第２６回日本臨床救急医学会総会・学術集会（後援事業） 

開 催 日：令和５年７月２７日（木）から７月２９日（土）まで  

開催場所：東京都板橋区 

       「帝京大学板橋キャンパス」 板橋区加賀二丁目１１番１号 

 

○全国メディカルコントロール協議会連絡会（第１回）（後援事業） 

開 催 日：令和５年７月２７日（木） 

開催場所：東京都板橋区 

       「帝京大学板橋キャンパス」 板橋区加賀二丁目１１番１号 

 

○日本臨床救急医学会全国消防長会推薦評議員連絡会 

開 催 日：令和５年７月２８日（金）  

開催場所：東京都板橋区 

       「帝京大学板橋キャンパス」 板橋区加賀二丁目１１番１号 

８月 

 

○令和５年度全国優良消防職員表彰式（協会事業） 

  開 催 日：令和５年８月２４日（木）  

  開催場所：北海道札幌市 

  「ロイトン札幌」 札幌市中央区北１条西１１丁目 

○第５１回全国消防救助技術大会（協会事業） 

  開 催 日：令和５年８月２５日（金）  

  開催場所：北海道札幌市 

         陸上会場 「札幌市消防学校」 札幌市西区八軒１０条西１３丁目３番１号 

         水上会場 「札幌市平岸プール」 札幌市豊平区平岸５条１４丁目１番１号 

○消防長研修会 

開催時期：令和５年８月～１２月 

支 部 名 開 催 日 開 催 地 開 催 場 所 

北 海 道 １ １ 月 中 札 幌 市 （ 北 海 道 ） 未 定 

東 北 １１月６日（月） 上 越 市 （ 新 潟 県 ） デ ュ オ ・ セ レ ッ ソ 

関 東 １１月８日（水）  横 浜 市 （ 神 奈 川 県 ） 新 横 浜 市 グ レ イ ス ホ テ ル 

東 海 ９月から１１月中 名 古 屋 市 （ 愛 知 県 ） 未 定 

東 近 畿 

近 畿 
８月１７日（木） 京 都 市 （ 京 都 府 ） 未 定 

中 国 １０月３１日（火） 呉 市 （ 広 島 県 ） 呉 阪 急 ホ テ ル 

四 国 ８月３０日（水） 松 山 市 （ 愛 媛 県 ） ANA クラウンプラザホテル松山 

九 州 １１月２１日（火） 鹿 児 島 市 （ 鹿 児 島 県 ） 鹿 児 島 サ ン ロ イ ヤ ル ホ テ ル 

    
 



 

９月 

 

 

 

 

 

 

 

○「救急の日２０２３」（後援事業） 

開催時期：令和５年９月上旬 

開催場所：未定 

 

○全国消防長会総会に係る事務担当者会議 

開催時期：令和５年９月中旬 

開催場所：東京都千代田区 

「全国消防長会会議室」 千代田区麹町一丁目６番２号 

１０月 

 

 

 

 

 

 

 

 

○事業推進委員会（後期） 

開催時期：令和５年１０月～１１月 

委 員 会 名 開 催 日 開 催 地 開 催 場 所 

総務（常任） １１月１０日（金） 新 潟 市 （ 新 潟 県 ） 新 潟 日 報 メ デ ィ ア シ ッ プ 

財政（常任） １０月１２日（木） 長 崎 市 （ 長 崎 県 ） ホ テ ル ニ ュ ー 長 崎 

技術（常任） １０月１９日（木） 豊 田 市 （ 愛 知 県 ） ホ テ ル ト ヨ タ キ ャ ッ ス ル 

予 防 １ ０ 月 下 旬 委 員 会 事 務 局 書 面 開 催 

警 防 防 災 １ １ 月 ９ 日 （ 木 ） 大 垣 市 （ 岐 阜 県 ） 大 垣 フ ォ ー ラ ム ホ テ ル 

救急（常任） １１月１０日（金） 京 都 市 （ 京 都 府 ） 都 ホ テ ル 京 都 八 条 

危  険  物 １０月２５日（水） 岩 国 市 （ 山 口 県 ） 岩 国 国 際 観 光 ホ テ ル 
 

１１月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○役員会 

開 催 日：令和５年１１月２日（木） 

開催場所：香川県高松市 

「JR ホテルクレメント高松」 高松市浜ノ町１番１号 

・常任理事会 

・一般財団法人全国消防協会通常理事会・臨時評議員会 

 

○消防関係予算の所要額確保に係る要望活動 

実施時期：令和５年１１月中旬～下旬（予定） 

 

○全国消防救助技術大会に係る事務担当者会議（協会事業） 

開催時期：令和５年１１月下旬 

開催場所：東京都千代田区 

「一般財団法人全国消防協会会議室」 千代田区麹町一丁目６番２号 

 

 

 



 

１２月 ○第２６回全国消防救助シンポジウム（後援事業） 

開 催 日：令和５年１２月１４日（木） 

開催場所：東京都中央区 

    「銀座ブロッサム中央会館」 中央区銀座二丁目１５番６号 

 

○全国消防救助技術大会研究会専門部会（協会事業） 

開 催 日：令和５年１２月１５日（金） 

開催場所：東京都千代田区 

「主婦会館プラザエフ」 千代田区六番町１５番地 

２月 ○第３２回全国救急隊員シンポジウム（後援事業） 

開 催 日：令和６年２月１日(木)・２日(金) 

開催場所：愛知県名古屋市 

「名古屋国際会議場」名古屋市熱田区熱田西町１番１号 

 

〇全国メディカルコントロール協議会連絡会(第２回)（後援事業） 

開 催 日：令和６年２月２日(金)（予定） 

開催場所：愛知県名古屋市 

「名古屋国際会議場」名古屋市熱田区熱田西町１番１号 

 

○常任理事会 

開催時期：令和６年２月上旬 

開催場所：東京都 

会場未定 

  ・一般財団法人全国消防協会通常理事会・臨時評議員会 

 

３月 

 

○事務担当者会議 

開催時期：令和６年３月上旬 

開催場所：東京都 

会場未定 

 

時期

未定 

（必要

に応じ

開催） 

○消防問題検討会 

 

 


